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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、経営環境の変化に、迅速かつ適正な意思決定を行うことが、全てのステークホルダーの信頼を高めていくという観点から、効率性と透明
性の高い経営体制の確立を目指しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則１-２-４】

　現状は、機関投資家、海外投資家の比率が低いため、議決権電子行使プラットフォームの利用、招集通知の英訳等は実施しておりません。

【補充原則３-１-２】

　ホームページの見直しを行い、英語でのページを作成しましたが、現状では、自社の株主における海外投資家等の比率が低いこともあり、十分
な情報の開示・提供は行えておりません。

　引続き、海外投資家への情報発信の観点より、英語での情報の開示・提供が充実するよう、検討して参ります。

【補充原則４-２-１】

　現状は、経営陣の報酬について、業務執行取締役の任期が１年であることも踏まえ、中長期的な業績と連動する報酬の割合を設定しておりませ
ん。

　また、業務執行取締役の報酬については、現金報酬のみの設定とし、各自の経営上の責務と、経営成績に対する成果を考慮した上で決定する
方針としており、自社株報酬によるインセンティブ付与は行っておりません。

【補充原則４-８-１】

　現状、監査等委員である独立社外取締役が３名であり、監査等委員会の構成が３名であることからも、定期的に開催する監査等委員会とは別に
会合を開催する意義は乏しいと考えております。

【補充原則４-１０-１】

　現状、独立社外取締役が取締役会の過半数に達しておりませんが、取締役会の半数が業務執行取締役であり、その他が監査等委員であること
からも、特に重要な事項を検討するに当たって、独立社外取締役の適切な関与・助言が得られているものと判断しております。

【補充原則４-１１-３】

　取締役会全体の実効性については、適時に取締役会にて議論されていますが、その分析・評価が恣意的となり形式的にならないよう、結果の概
要を開示する重要性は低いと考えております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１-４　いわゆる政策保有株式】

　当社は、上場会社株式について、事業運営上の有益性が認められる場合に限り、その会社の株式を保有する上でのリターンとリスクを考慮した
上で保有できるものとしております。ここで、有益性については、現時点で有利に作用することに限らず、将来性も含むものとしております。

　また、上場会社株式を政策的に保有する際は、その金額に関わらず、全て取締役会の決議により決定するものとしております。

　なお、政策的に保有する上場会社株式に係る議決権の行使については、原則として、当初の保有目的が達成できるように行使するものとしま
す。

【原則１-７　関連当事者間の取引】

　当社が、関連当事者との取引を行う際は、全て監査等委員会にて、取引の妥当性、適法性を検証した上で、重要性を判断し、取締役会にて審議
するものとします。

　なお、取引に係る手続については、監査等委員による議決権行使により、公正な監視体制が確保できているものとしています。

【原則３-１　情報開示の充実】

　（１）当社ホームページにて掲載しております。ホームページアドレス（ＵＲＬ）は、http://www.daisan-g.co.jp/company/vision/になります。

　（２）本報告書の「１．１基本的な考え方」に記載しております。

　（３）・経営陣幹部・取締役（監査等委員を除く）の報酬

　　　　　株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、各自の経営上の責務と、経営成績に対する成果を考慮し決定する方針です。

　　　 ・監査等委員である取締役の報酬

　　　　　株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、監査等委員会の協議により決定する方針です。

　（４）経営陣幹部の選任、取締役（監査等委員を含む）候補の指名にあたっては、当社の企業価値向上に資することを前提に、

　　　 多様な見識と高い倫理観を持ち合わせた人材を選任、指名することとしております。



　　　 なお、経営陣幹部については、各取締役が取締役会に対し候補者の推薦を行い、取締役会の決議により選任しております。

　（５）取締役（監査等委員を含む）の指名についての説明は、「定時株主総会招集ご通知」株主総会参考書類の選任議案に、取締役及び

　　　 社外取締役候補者の経歴及び選任理由について記載しております。

【補充原則４-１-１　取締役会の役割・責務（１）】

　取締役会による経営陣への委任の範囲については、会社法の定めに則り、取締役会規程、職務権限規程により明確に定めており、また、委任
事項の進捗、結果等については、各執行役員が取締役会にて報告するものとしております。

【原則４-８　独立社外取締役の有効な活用】

　当社は、取締役会における独立社外取締役の果たす役割を単にモニタリング機能重視だけとは考えず、経営への助言・指導機能に期待をして
おります。そのため、取締役会の構成として、３分の１以上の独立社外取締役を選任することにしております。

【原則４-９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　当社は、社外取締役候補者の独立性を判断するにあたり、会社法に定める社外取締役の要件、東京証券取引所が定める独立性基準に基づい
ております。

【補充原則４-１１-１　取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

　当社の取締役会は、取締役６名で、その内、監査等委員である取締役３名は、全て社外取締役となっております。業務執行取締役と、監査等委
員である取締役は同数であり、全ての監査等委員が社外取締役で、かつ弁護士、公認会計士の有資格者であることから、職業的専門化としての
見識より、職務の遂行を果たしております。

　経営における意思決定の迅速性を確保しつつも、ガバナンスを強固にできる規模を確保しております。

【補充原則４-１１-２　取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

　現状、当社の取締役（監査等委員を含む）は、他の上場会社の役員を兼任しておりません。

　今後、兼務する場合においては、他社での役割を明確にし、当社での役割・責務を果たすための計画を事前に取締役会へ提出の上、審議する
ことといたします。

【補充原則４-１１-３　取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

　「コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由」の【補充原則４-１１-３】に記載の通りです。

【補充原則４-１４-２　取締役・監査役のトレーニング】

　取締役（監査等委員を含む）に対するトレーニングについて、事業運営上、重要と判断する内容、例えば法規制などについては、取締役会にて必
要な知識の習得を行うが、各自の研鑽については、個別の判断にてセミナーを受講するものとしております。

　なお、その際の費用負担については、当社事業に関連する内容であれば、支援を行うものとしております。

【原則５-１　株主との建設的な対話に関する方針】

　当社では、企業倫理規程および株式会社ダイサン企業倫理綱領において、「全てのステークホルダーに対し、適正に処理された財務内容や事
業活動状況などの 経営情報を適時適切に開示するとともに、会社の経営理念・経営方針を 明らかにし、 コミュニケーションの充実を図る」ことを

定めております。

　そのため、株主との建設的な対話を促進するための方針として、以下を掲げております。

　（１）株主との対話全般を統括する経営幹部・取締役

　　　　　代表取締役の管掌のもと、経営企画室が株主との対話全般について統括を行います。

　（２）対話を補助する社内部門の連携のための方策

　　　　　株主との対話については、社内情報の共有と一元的な管理が重要と考え、経営企画室にて情報の集約を行い、関係部署との調整に

　　　　　ついても、適時に連携が図れる体制を整備しております。

　（３）対話の手段の充実に関する取組み

　　　　　当社では、ＩＲ活動として、年２回、株主通信「ＤＡＩＳＡＮ　Ｒｅｐｏｒｔ」を株主向けにお届けし、当社ホームページにおいても掲載しております。

　　　　　また、個人投資家説明会を定期的に開催することで、直接、投資家の方との対話が図れるようにしております。

　　　　　その他の社内活動についても、定期的に当社ホームページの投資家情報や、ブログの更新によって発信しております。

　（４）対話の内容についての経営陣幹部や取締役会への適切かつ効果的なフィードバックの方策

　　　　　個別面談の結果について、重要な事項については、経営企画室に集約され、取締役会にて報告の上、適切な対応を行うようにして

　　　　　おります。

　　　　　また、株主通信において、年１回実施している株主アンケートの結果と、個人投資家説明会でのアンケート結果について、経営企画室

　　　　　にて集計、分析を行い、取締役会にて報告の上、適切な対応を行うようにしております。

　（５）対話におけるインサイダー情報の管理に関する方策

　　　　　インサイダー情報については、経営企画室の責任者を情報取扱い責任者とし、株主との対話が行われる際は、その責任者の監督

　　　　　の下、情報漏えいがなされないよう、適切に管理するよう取組んでおります。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

三浦　基和 1,218,000 15.99



有限会社和顔 424,000 5.57

ダイサン取引先持株会 381,700 5.01

大原　春子 343,200 4.50

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 314,000 4.12

金沢　昭枝 275,200 3.61

三浦　民子 268,300 3.52

ダイサン従業員持株会 244,660 3.21

大阪中小企業投資育成株式会社 200,000 2.63

三浦　宣子 128,000 1.68

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第二部

決算期 4 月

業種 サービス業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 6 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され

ている人数
3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

ペエ　フン 弁護士

石　光仁 公認会計士

豊田　孝二 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



ペエ　フン ○ ○ ―――

　平成11年7月より、当社の監査役および監査
等委員である取締役として、監査業務に従事い
ただいていることから、社外の立場でありなが
らも、当社の事業・財務・組織等に関する十分
な知識を有されており、また、長年の法曹として
培われた専門知識とご経験が、当社の企業統
治体制のさらなる強化に貢献いただけるものと
考え、監査等委員である社外取締役として適任
であると判断し、選任しております。

　同氏は社外役員となること以外の方法で会社
の経営に関与されたことはありませんが、上記
の理由により、監査等委員である社外取締役と
しての職務を適切に遂行できるものと判断して
おります。

石　光仁 ○ ○ ―――

　平成12年7月より、当社の監査役および監査
等委員である取締役として、監査業務に従事い
ただいていることから、社外の立場でありなが
らも、当社の事業・財務・組織等に関する十分
な知識を有されており、また、長年、公認会計
士の立場で、会計・財務に関する専門家とし
て、社外における経営指導を多数実施している
ことからも、当社の企業統治体制のさらなる強
化に貢献いただけるものと考え、監査等委員で
ある社外取締役として適任であると判断し、選
任しております。

　同氏は社外役員となること以外の方法で会社
の経営に関与されたことはありませんが、上記
の理由により、監査等委員である社外取締役と
しての職務を適切に遂行できるものと判断して
おります。

豊田　孝二 ○ ○ ―――

　平成29年3月より、監査等委員である取締役
の職務を一時行う者として、当社の監査業務に
従事いただいており、過去に社外役員となるこ
と以外の方法で会社の経営に関与したことは
ありませんが、弁護士および公認会計士として
の実務を通じて培われた専門知識とご経験、な
らびに社外の立場より、新たな観点で当社の企
業統治体制を監視、監査いただけるものと考
え、監査等委員である社外取締役として適任で
あると判断し、選任しております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
委員長（議長）

監査等委員会 3 0 0 3 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査等委員会と協議の上、内部監査室員及び内部統制委員
会委員を、監査等委員を補助すべき使用人として指名することができるものと定めております。

なお、業務執行取締役からの独立性については、監査等委員会が指定する補助すべき期間中、当該使用人に関しては監査等委員に指揮権が移
譲したものとして、監査等委員会以外の取締役の指揮命令は受けず、また、監査等委員会の同意なしに、解任することができないものと定めてお
ります。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員会は、会計監査人から監査計画、監査報告を受領するとともに、意見交換をし、双方が事業リスクを含む企業環境の把握に努めるよ
う、連携を深めております。

また、内部監査室と監査等委員会は、常に相互連携を行い、監査対象についてのリスクを適時に把握するため、日常的なモニタリング結果をはじ
め、定期的な往査による監査結果の情報共有を行うなど、効率面に留意しながらも、効果的な監査となるよう、連携を深めております。



内部監査室と会計監査人との連携については、内部監査室の監査結果について、財務報告に係る内部統制の評価に関わる内容を中心に情報
共有を図り、健全な統制環境が維持できるよう、連携を深めております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

石 光仁氏は、公認会計士石光仁事務所の所長であり、当社は同事務所に対し、税務顧問契約を締結し、顧問料の支払があったことから、役員の

属性として、「h．上場会社の取引先の業務執行者」に該当するものとしておりましたが、2016年2月29日に契約を解除いたしました。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

現状、企業価値向上に対する取締役のインセンティブは、役員報酬により十分果たせると考え、その他の施策は実施しておりません。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

取締役の報酬については、有価証券報告書において、役員報酬の内容として、役員の区分別で報酬等の総額を記載しております。

なお、有価証券報告書については、当社ホームページにて掲載しております。ホームページアドレス（ＵＲＬ）は、http://www.daisan-
g.co.jp/ir/library/report.html　になります。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

・経営陣幹部・取締役（監査等委員を除く）の報酬

　　株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、各自の経営上の責務と、経営成績に対する成果を考慮し決定する方針です。

・監査等委員である取締役の報酬

　　株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、監査等委員会の協議により決定する方針です。

【社外取締役のサポート体制】

社外取締役については、日常的に社内の活動が把握できるよう、社内採用しておりますグループウェアのアカウントを設定し、社内取締役同様、
適時に情報の共有、発信ができる体制を整備しております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は、機関設計として、監査当委員会設置会社を選択しており、監査等委員を除く取締役３名、社外取締役で構成される監査等委員である取締
役３名のほか、執行役員３名を選任しております。



（業務執行について）

取締役会は、法令・定款・取締役会規程等に定められた経営上の重要事項について意思決定を行い、業務執行については、監査当委員を除く取
締役の指揮、監督のもと、執行役員は、執行役員規程に定められた業務執行を行い、適時に執行内容を取締役に報告する体制を図っておりま
す。なお、取締役会については、原則として月に１回開催しております。

取締役会で決定された事項のほか、営業戦略等の重要な業務執行に関しての審議、決定、報告を行う取締役会の下位に位置付けられる合議体
として、経営会議を設定し、取締役および各部門長が参加し、原則として週に１回開催しております。

また、その他４つの専門委員会（内部統制委員会・監理委員会・中央安全衛生委員会・人事委員会）・各部門会議等、経営体制の確立に必要な会
議を設け、運営しております。

（監査・監督について）

監査等委員会の取締役会、監査等委員を除く取締役、執行役員に対する有効な監査・監督機能の発揮を図るべく、監査等委員会は、必要に応じ
て監査等委員の職務を補助すべき使用人を指名し、日常的なモニタリングや個別事案等の調査を行わせ、適時に報告させるとともに、監査等委
員は取締役会へ出席し、取締役会の議案については、議決権の行使により、報告事項等に対しては、積極的な質問と指導機能の発揮など、審
議、業務執行、報告内容等、一連の過程についての適法性、妥当性を監査・監督しております。

また、監査等委員会は、法令・定款・監査等委員会規程等の定めに従い、監査・監督業務を執行し、原則として、３ヶ月に１度の監査等委員会を開
催しております。

なお、監査等委員は全て社外取締役で、弁護士、公認会計士の有資格者であることから、職業的専門化としての見識より、職務の遂行を果たして
おります。

内部監査については、監査等委員会の直属として内部監査室を設置し、内部監査規程および年度計画に基づき、経営的見地から内部監査を
行っております。なお、内部監査結果については、監査等委員会および業務執行取締役が参加する監理委員会にて結果報告され、課題があれ
ば、必要に応じて経営会議に改善指示等を上程しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

議決権のある監査等委員である取締役を置くことにより、取締役会による意思決定および業務執行取締役の業務執行状況等について、より一層
の監査・監督機能の強化を図り、コーポレート・ガバナンスのさらなる充実に繋げることを目的に、監査等委員会を設置したガバナンス体制を選択
しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定
当社は４月２０日を年度末の決算日と定めていることからも、株主総会の開催日について
は、集中日を回避し、設定しております。

電磁的方法による議決権の行使 現段階では実施しておりませんが、議決権行使機会を増やせるよう、検討して参ります。

その他

招集通知については、発送日前に、当社ホームページにて、招集通知の全文を掲載する
ようにしております。

また、株主総会においては、会場内にスクリーンを設置し、総会の進行をスライドにより紹
介、事業報告の概要を音声付の映像により行っております。

2016年7月8日開催の定時株主総会より、総会終了後に、代表取締役社長による中期経
営計画の説明や、これからの取り組みなどを発表し、積極的な情報の提供を行っておりま
す。

今後とも株主総会の活性化を図って参ります。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方のほか、企業倫理規程およ
び株式会社ダイサン企業倫理綱領において、「全てのステークホルダーに対
し、適正に処理された財務内容や事業活動状況などの 経営情報を適時適切

に開示するとともに、会社の経営理念・経営方針を 明らかにし、 コミュニケー

ションの充実を図る」ことを定めております。

個人投資家向けに定期的説明会を開催

2017年4月期においては、主幹事である野村證券の支店にて、全国５ヵ所での
説明会を開催いたしました。

なお、５ヵ所の内、４ヵ所では、代表取締役社長による説明を行わせていただき
ました。

開催地の選定については、当社の事業拠点がある地域を中心に、株主名簿参
照のもと、株主数の少ない地域や、新規で出店する地域など、できるだけ知名
度を上げられるように工夫をしております。

あり

IR資料のホームページ掲載

決算情報および決算情報以外の適時開示資料、事業報告書等をホームペー
ジに掲載しております。

なお、2016年4月21日より、当社ホームページの全面見直しを行い、ＩＲページ
の拡充を行いました。

また、英語サイトにつきましても拡充を行い、財務ハイライトについても掲載し
ております。

ホームページアドレス（ＵＲＬ）は、http://www.daisan-g.co.jp/ir/　になります。

IRに関する部署（担当者）の設置 ＩＲに関する活動は、経営企画室にて行っております。

その他

当社では、年２回、事業活動等を株主通信「ＤＡＩＳＡＮ　Ｒｅｐｏｒｔ」にて、株主向
けにお届けし、当社ホームページにおいても掲載しております。

また、期末の株主通信において、株主アンケートを実施し、回答結果をもとに、
新たなＩＲ活動へと繋げております。

ホームページアドレス（ＵＲＬ）は、http://www.daisan-
g.co.jp/ir/library/business.html　になります。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社では、企業倫理規程および具体的な行動指針として、株式会社ダイサン企業倫理綱
領により、法令等の遵守、ステークホルダーに対する尊重について定めております。



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

2017年４月期より、「ＤＡＩＳＡＮ　ＣＳＲ　ｒｅｐｏｒｔ」を創刊し、ホームページでの公開と、株主の
皆様へ送付を行いました。

足場業界における社会的な課題解決を目指す当社の様々な取組みが、社会との共通価
値の創造に繋がるとの方針を掲げ、各種活動を紹介しております。

なお、ホームページアドレス（ＵＲＬ）は、http://www.daisan-g.co.jp/news/?id=71　になりま
す。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

行動指針である株式会社ダイサン 企業倫理綱領において、「全てのステークホルダーに

対し、適正に処理された財務内容や事業活動状況などの 経営情報を適時適切に開示す

るとともに、会社の経営理念・経営方針を 明らかにし、 コミュニケーションの充実を図る」こ

とを定めております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、業務を適正かつ効率的に執行していくための体制及び財務報告の信頼性を確保するために、取締役会において「業務の適正を確保する
ための体制の整備に関する基本方針」を以下のとおり定めております。

なお、内容につきましては、当社ホームページにて掲載しております。

ホームページアドレス（ＵＲＬ）は、http://www.daisan-g.co.jp/ir/governance.html　になります。

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社は、『社是』『企業理念』『経営方針』『品質方針』『安全衛生管理方針』に関し、代表取締役がその精神を役職者はじめ全使用人に継続的に
伝達することにより、法令遵守と社会倫理の遵守、及び清廉潔白、公明正大が企業活動の原点であることを周知徹底する。

　代表取締役は、企業がその事業活動に対して求められている社会的要請を実現するための体制をコンプライアンス体制と位置付け、経営企画
室をコンプライアンス全体に関する総括部門とし、コンプライアンス体制の構築、維持・整備にあたる。

　監査等委員会及び内部監査室は連携し、コンプライアンス体制の調査、法令及び定款上の問題の有無を調査し、監理委員会を通じて取締役会
に報告する。取締役会は、適宜コンプライアンス体制を見直し、問題点の把握と改善に努める。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理についての総括責任部署を経営企画室とし、取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管
理は、「文書管理規程」及び「ＩＴ管理規程」に定め、当該情報を文書または電磁的媒体に記録し、整理・保存する。

　監査等委員会は、取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理について、関連諸規程に準拠して実施されているかについて監査し、必要に
応じて取締役会に報告する。「文書管理規程」及び「ＩＴ管理規程」は、必要に応じて適宜見直し改善を図るものとする。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　全社的なリスクを統括的に管理する部門は経営企画室とし、各部門においては、関連規程に基づきマニュアルやガイドラインを制定し、部門毎
のリスク管理体制を確立する。カテゴリー毎のリスクを体系的に管理するため、既存の「経理規程」「与信債権管理規程」「安全衛生管理規程」「固
定資産管理規程」「事業所管理規程」「非常災害対策規程」等を制定する。

　監査等委員会及び内部監査室は、各部門のリスク管理状況を監査し、その結果を監理委員会を通じて取締役会に報告する。取締役会は適宜リ
スク管理体制を見直し、問題点の把握と改善に努める。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　経営企画室は、中期経営計画及び年次経営計画に基づいた各部門の目標に対し、職務執行が効率的に行われるように監督する。各部門担当
取締役・執行役員・部長・リーダーは、経営計画及び「組織関連規程」に基づいた各部門が実施すべき具体的な施策及び効率的な業務執行体制
を決定する。経営企画室はその遂行状況を各部門担当取締役・執行役員・部長・リーダーに取締役会・経営会議・その他部門会議等において定
期的に報告させ、施策及び効率的な業務遂行体制を阻害する要因の分析とその改善を図っていく。

　また「組織関連規程（組織規程・職務権限規程等）」は、必要に応じて適宜見直し改善を図るものとする。

５．企業集団における業務の適正を確保するための体制

　代表取締役は、「１．」で述べた「コンプライアンス全体に関する総括責任部門」の他に、各部門の部長・リーダーをコンプライアンス推進責任者と
して任命し、グループ全体のコンプライアンスを推進できる体制とする。

　また、施工・営業・製造部門の担当取締役・執行役員は、既存の「外注管理規程」「サービスマン管理規程」等に基づき、グループにおける業務の
適正を確保させる。

　監査等委員会及び内部監査室は、グループにおける業務の適正が確保されているかを監査し、取締役会、監理委員会に報告する。

　取締役会は、グループにおける業務の適正を確保するための体制について適宜見直し、問題点の把握と改善に努める。

６．監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、当該使用人の監査等委員以外の　
取締役からの独立性及び監査等委員による当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　監査等委員会が、その職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は、監査等委員会と協議の上、内部監査室員及び内部統制
委員会委員を監査等委員を補助すべき使用人として指名することができる。

　監査等委員会が指定する補助すべき期間中、当該使用人に関しては、監査等委員に指揮権が移譲したものとして、監査等委員会以外の取締
役の指揮命令は受けず、また、監査等委員会の同意なしに、解任することができないものとする。

７．監査等委員会への報告に関する体制及び監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　取締役及び使用人は、当社に著しい損害を及ぼす恐れのある事項及び不正行為や重要な法令定款違反行為を認知した場合の他、取締役会に
付議する重要な事項と重要な決定事項、経営会議及び各委員会並びに各部門会議等その他重要な会議の決定事項、重要な会計方針・会計基
準及びその変更、内部監査の実施状況、重要な月次報告、その他必要な重要事項を、法令・定款及び「監査等委員会規程」等社内規程に基づ
き、監査等委員会に報告するものとする。

　監査等委員は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取締役会へ出席するとともに、その他重要会議の報告資料や
議事録、稟議書類等、業務執行に係る重要な文書を閲覧し、取締役及び使用人に説明を求めることとする。

　また、「監査等委員会規程」に基づく独立性と権限により、監査の実効性を確保するとともに、監査等委員は内部監査室及び会計監査人と情報
の交換を行うなど連携を保ちながら自らの監査結果の達成を図る。

８．監査等委員会へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制

　当社は、使用人が法令もしくは定款上疑義のある行為等を通知し、それを告発しても、当該使用人に不利益な扱いを行わない旨等を規定した
「外部内部通報規程」の周知徹底に取り組んでおります。

９．財務報告の信頼性を確保するための体制

　当社は、金融商品取引法に基づく財務報告の信頼性を確保するために、「内部統制運用規程」を制定すると共に、「内部統制委員会」を設置し
て、内部統制の確実な運用と継続的改善を図る。

１０．監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係
る方針に関する事項



　当社は、監査等委員が、職務の執行上必要とする費用等については、当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速
やかに当該費用又は債務を処理する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況について、以下のとおり定めております。

なお、内容につきましては、当社ホームページにて掲載しております。

ホームページアドレス（ＵＲＬ）は、http://www.daisan-g.co.jp/ir/governance.html　になります。

　当社は、市民社会の秩序や健全な企業活動に脅威を与える反社会的勢力や団体に対して、毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮断する。

　また、反社会的勢力による不当要求等への対応を所管する部署を経営企画室と定め、事案発生時の報告及び対応に係る規程等の整備を行う
とともに、警察等関連機関との情報交換及び連携を図っていく。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――


